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議 員 派 遣 報 告 書 

 

 

目  的  

（会議等の名称）

人口減少社会における出産と子ども・子育て支援政策の  

問題点と課題  

会議等の  

主催者の名称  

地方議員研究会  

場  所  

名称等：リファレンス西新宿大京ビル  

 

住 所：東京都新宿区西新宿７丁目２１－３  

期  間  令和７年１０月３０日（木）  

会議等の内容  別紙資料のとおり  

会議等の  

所感・成果等  

多くのデータを使い人口減少問題についての講話であ

った。特に、人口減少に至る年代別の政策や当時の認識に

は改めて、検証するべきものと痛感した。  

戦後～第１次ベビーブーム（１９４５年～１９７０年）

では「人口増加抑制政策」、第２次ベビーブーム昭和末期

（１９７１年～１９８９年）は「少子化の進行は顕在化し

ていなかった」、１．５７ショック～少子化社会対策大綱

（１９９０年～２００４年）は「少子化対策の開始」、２０

０５年以降は「少子化対策の強化」と、人口の動向により
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政策が実施されてきた。  

この一連の流れは、これからの市政の中で重要になって

くると思われる。２００５年から少子化対策に本格的に取

り組み、子ども、子育て関連３法案が２０１２年に制定さ

れ、少子化危機突破のための緊急対策が２０１３年に、２

０１５年に少子化社会対策大綱が閣議決定され、今後、急

速に進む人口減少、少子化の中で、課題解決に国等が各種

の事業、支援策を展開しているので、積極的に情報等の収

集に努め取り組んでいくことが必要と痛感した。  

 

 


